
地方財政論
第1回

佐藤主光（もとひろ）



講義の構成

• 狙い：我が国の地方財政の課題を理解する

• トピック

• 本講義の構成

• 東京対地方：税源の偏在

• 都市対地方：ふるさと納税と返礼品

• 国対地方：地方自治体の基金





偏在性の是正



東京対地方

• 地方法人課税の偏在是正？

• 経済財政運営と改革の基本方針2018「地域間財政力格差の拡大に対しては、税源の偏在性が小さく、税収が安定
的な地方税体系を構築する。地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置について検討し、平成31
年度税制改正において結論を得る」

• 全国知事会平成 30 年7月26日）「地方法人課税が地方団体にとって企業誘致等による税源涵養のインセンティブ

になっている」といった「地方法人課税の意義や、大都市部及び地方部における行財政需要なども踏まえつつ」も
「地方法人課税について、新たな偏在是正措置を講じることにより、偏在性が小さい地方税体系を構築すべき」

都、税の偏在是正対抗へ有識者会議 国の動きけん制
• 東京都は14日、税財政について話し合う有識者会議の初会合を開いた。都はこれまでの国の税制

改正で約６兆円分の税収が減ったと主張、2019年度税制改正でも追加措置がとられると警戒する。

今後始まる国の税制論議に向け、「大局観を持った本格的な議論」（小池百合子知事）を武器に対
抗する。

日本経済新聞（2018年6月14日）



出所：総務省
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平成28年度 地方法人特別税 譲与税 増減

全国 1兆7776億円 1兆7776億円 0

東京都 4481億円 2327億円 2155億円





法人二税に偏った地方税体系

• 我が国の地方税制は法人課税に偏重⇒総じて経済に「優しくない」税制

法人税率は諸外国（ＯＥＣＤ平均＝約25％）に比べて高い（実効税率29.74％）

主に高くしているのは地方法人課税（国の法人税＝23.2％）

• 地方法人課税の課題

 対外的＝国内立地企業の国際的競争力・我が国の立地競争力を阻害

 対内的＝一人当たり税収の地域間格差・税収の不安定

• 地方法人課税の見直し

 地域間格差＝法人二税の一部国税化

 理念先行＝応益課税としての地方法人課税

• 実態は高度成長型税制＝課税ポイントとしての企業（法人税、所得税の源泉徴収）

 「取りやすいところから取る」
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出所：経済産業省



参考：法人税率の国際比較

12出所：経済産業省



何故、法人税減税か？：通念と実態

通念 実態

法人税の負担 ・利益を上げている法人企業  法人税の負担は製品価格の上昇、配当所得
等の減少、雇用・賃金の低下といった形で国
民（消費者・投資家、労働者）に転嫁

 法人税は国民の負担（公平とは限らない）

法人税減税の
効果

・企業の現在の内部留保増

 内部留保を積み増しても
投資は増えていない

 経済効果＝将来の収益を上げることで設備投
資や立地、新規事業（参入）を誘因づけ

 税収効果＝海外への利益移転（租税回避）の
誘因を抑制

財政再建との
関係

・財政再建と成長の二者択
一？

 財政再建と経済成長の両立が不可欠

 経済効果に配慮した税収構造（タックス・ミック
ス）の見直しも財政再建の一環

税と経済学のキーワード：
税負担の転嫁 将来期待（フォワードルッキング） 誘因効果（インセンティブ）
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都、税の偏在是正対抗へ有識者会議 国の動きけん制
2018/6/14

• 「国家間競争のなかで東京がしっかりしていることが（日本の）背骨になる。その背骨が揺るがされるような
状況になっている」。有識者会議「東京と日本の成長を考える検討会」の冒頭で小池知事はこう述べ、国の
税制論議を強くけん制した。

• 危機感を強める都は、「東京が日本の成長を支えている」との主張で偏在是正の動きに対抗していく構え
だ。産業を集積させ国の経済力を高めているほか、国際会議の開催や首都を支える都市インフラの整備
などで国に貢献しているとの考えが根底にある。

• ジャーナリストの田原総一朗氏は会合で「『東京対地方』の構図ではなく、世界との競争の観点が重要」と
訴えた。政府税制調査会の委員でもある一橋大学の佐藤主光教授は、都が置かれた状況を踏まえたうえ
で「競争力に資する税制をどう作るか」を考えるべきだと指摘する。

日本経済新聞社（2018年6月14日）





参考：ドイツの税制改革

ドイツ（2007～2009年）

• 法人税率の引き下げと付加価値税の増税

 「付加価値税は輸出品が免税（ゼロ税率）であることからドイツ製品の国際競争力に影響を
及ぼさない」

 「薄く広く負担するものであり特定のグループに負担を負わせる税よりも理解が得やすい」
（政府税制調査会海外調査報告）
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増収項目 減収項目

法
人
税
改
革

✧課税ベースの拡大等

4兆円

・税制度促進に伴う経済成長による全体的な税収増 0.6兆円

・定率償却制度の廃止 0.5兆円

・営業税（市町村税）の損金不算入 1.6兆円

・支払利息の損金算入制限 0.2兆円

等

✧法人実効税率引下げ等

4.7兆円

・法人税率引下げ（連邦法人税分25％→15％） 1.9兆円

・営業収益税の基本税率の引下げ 1.1兆円

等

他
税
目

✧付加価値税率引上げ（16％→19％）
3.4兆円

✧所得税最高税率引上げ（42％→45％）
0.2兆円

経済産業省資料



ふるさと納税



総務省通知



ふるさと納税見直しに反論 返礼品１千種類の泉佐野市長

朝日新聞 9/28(金) 

• 総務省がふるさと納税で「過度な返礼品」を送っている自治体を制度の対象外にする検討を始めたことに
対し、昨年度、全国１位の１３５億円を集めた大阪府泉佐野市は２８日、東京都内で記者会見を開き、「総
務省が独断で決めるものではなく、幅広く議論すべきだ」とする千代松大耕（ちよまつひろやす）市長のコメ
ントを発表した。

• 泉佐野市は１千種類の返礼品を用意し、寄付額に対する返礼割合は４０～４５％程度という。他県産の肉
やウナギなどのほか、市域にある関西空港を拠点にする格安航空会社ピーチ・アビエーションで利用でき
るポイントが人気を集める。

• 総務省は返礼品を地場産品に限り、返礼割合を３割以下に抑えるよう、再三通知。野田聖子総務相は今
月１１日の記者会見で泉佐野市を名指しし、「一日も早く見直しを」と述べていた。



見えない受益と納税者の反乱

• ふるさと納税＝静かな納税者の反乱

⇒受益を感じない自治体の納税するより、返礼品目当てに寄附をした方がまし・・・

日本経済新聞（平成30年7月27日）：「総務省は27日、ふるさと納税で控除される住民税が2018年度に全国で約2448億
円になると発表した。前年度に比べて37％増えた。都道府県別では、東京都内の控除が約645億円で最も多い。その

分だけ、都内の自治体の税収が他の道府県に流出していることになる。」

受益が見えないか、そもそも無いか、「何とかなる」と思っているか・・・

受益と負担（税）が連動しない現行の地方税の仕組み



ふるさと納税
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「駆け込み寄付」急増、
人気は旅行券クーポン

• ふるさと納税を巡り、野田総務相が豪華な返
礼品で寄付を集める自治体を制度の対象外
とする方針を表明し、波紋が広がっている。
自治体は返礼品の見直しなどの対応に追わ
れ、返礼品がなくなる前の「駆け込み寄付」
とみられる現象も起きている。

• 和歌山県高野町の寄付額は１１日、ふるさと
納税のポータルサイトで、前日の３倍の約３
００万円に跳ね上がった。約４００品目の中
で特に人気なのが、町内にある高野山のほ
か、京都、東京など空海ゆかりの地に行ける
旅行券のクーポン。総務省は不適切とした
が対応は未定で、町の担当者は「クーポンも
終わると考えて、急いで寄付しようとしたの
だろう」という。

読売新聞2018年09月24日

うなぎが2千円？⇒残りは誰が負担？？
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ふるさと納税と格差是正

• ふるさと納税は都市と地方の財政

力の格差是正に寄与しているの

か？⇒ふるさと納税でネット収支

（寄付金ー税金流出）が高いのは

一部の自治体に限られる・・・

• 特産物の乏しい自治体は多くふる

さと納税を集めていない・・・⇒誰の

為のふるさと納税か？

• 寄附か格差是正か？

ふるさと納税は格差是正として有効

な手段か？



寄附の4割は返礼品
の経費に消えている・・・



地方の基金



豊かな地方？

地方全体でみれば「地方」は豊か

地方の基礎的財政収支は黒字化

積立金（財源の使い残し？）が増加⇒国の財政再建を優先して交付税等は抑制？

29出所：財政制度等審議会資料



地方の基金

• 特定目的基金＝大型公共施設の整備など、特定の目的を計画的に実施できるよう資金を積み
上げたもの。自治体が条例で設置

• 財政調整基金＝自治体が財源に余裕がある年に積み立て、不足する年に取り崩すことで財源
を調整し、計画的な財政運営を行うための貯金

• 減債基金＝債券の償還にそなえて，債券を発行しているうちから一定の金額を積立てるもの

出所；「コトバンク」
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31
出所：財務省財政制度等審議会資料



出所：財務省財政制度等審議会資料
32



出所：財務省財政制度等審議会資料
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地方公共団体の基金の積立状況等に関する調査結果
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注：市町村レベル
注2：東京都23区は含まれない
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注3：東日本大震災対策分は入らない

一人当たり基金残高は全体的に増えている
＝分布は右へシフト



基金と人口変化
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財政調整基金

財政力

一人あたり 0.69

対標準財政規模 0.66

対基準財政需要 0.51

分岐点

 景気回復に伴
う税収増？ 交付税への将来不安？

 使い道のない交付金・交付税？



基金と財政力指数：其の４（平成28年度）
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財政調整基金 係数 標準誤差 Ｐ値
65歳以上人口比率 619.87 310.43 0.05
一人あたり課税所得 0.20 0.07 0.01
人口密度 -1.66 0.44 0.00
可住面積 0.00 0.00 0.00
第一次産業比率 0.35 1.20 0.77
第二次産業比率 -1.27 0.90 0.16
交付税シェア 274.37 141.73 0.05
公共施設ダミー 20.41 9.35 0.03
交付税ダミー 33.77 15.44 0.03
実質公債費比率 -3.63 2.97 0.22
将来負担比率 -0.82 0.16 0.00
定数 -262.87 95.08 0.01
　決定係数

人口一人あたり

0.24

注１：基金のデータは平成28年度
注2：東京都23区は含まれない

注3：東日本大震災対策分は入らない
注1：東京都23区は含まれない
注2：標準誤差や頑健（ロバスト）な標準誤差
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参考：国にとっての地方と財源保障
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地方支出＝地方収入

自治事務

法定受託
事務 国の関与・規制

一般財源

特定財源

国の財源保障

表裏一体の国の関与と地方の甘え

国の保護者責任？
 地方財政法第13条第1項「（地方が）新たな事務を行う義務が負う場合において

は、国は、そのために要する財源について必要な措置を講じなければならな
い」

地方財政計画＝国（総務省）が見積もった
地方全体の歳出の見通しと所要の財源措置
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部門別の資金過不足

出所：日本銀行「資金循環統計」（２０１７年６月２７日）

皆がせっせと貯金する時代・・・
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